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１ 設置の趣旨及び必要性 

(1) 大学の沿革 

首都大学東京は、平成 17年４月、都立の４つの大学「東京都立大学」「東京都立科

学技術大学」「東京都立保健科学大学」「東京都立短期大学」が再編・統合して開学

した。世界有数の大都市である東京都における唯一の公立総合大学として、「大都市

における人間社会の理想像の追求」を使命とし、広い分野の知識と深い専門の学術を

教授研究するとともに、教育研究機関や産業界等との連携を通じ、大都市に立脚した

教育研究の成果をあげ、豊かな人間性と独創性を備えた人材を育成し、人間社会の向

上・発展に寄与することを基本理念としている。この基本理念に基づき、都市教養学

部、都市環境学部、システムデザイン学部及び健康福祉学部の４学部を設置し、首都

東京の諸課題等の解決に貢献し、広く社会で活躍できる人材の育成に取り組んできた。

大学院については、統合前の大学の構成を引き継いで開学し、学術体系に沿った６研

究科構成に再編した。 

 

(2) 研究科設置の趣旨及び必要性 

   平成１７年に東京都立大学等の４大学を統合して首都大学東京が設立されると同時

に、人文科学・法学・経営学の領域における大学院として社会科学研究科が設置され

た。現在の社会科学研究科は法学政治学専攻と経営学専攻から構成されている。 

  我が国の政治経済の中心となる東京には、日本経済およびグローバル経済を支える

主要な大小の企業が集積し、新しい企業を創業していく潜在力がある。それを現実の

活力に転換するためには、マネジメントのあり方を探求する第一線の研究者と、組織

を動かす高度な能力を有する経営管理者・起業家の養成が欠かせない。また、経済の

グローバル化やインターネットの発達、環境への配慮などにより経済活動の仕組みも

日々変化する中で、ビッグデータの蓄積とともに高度な経済学やファイナンスの専門

的知識を用いた経済分析や資産運用・資金調達・金融リスク管理が求められている。 

  今般、上記の役割を担う人材が多く集まる東京に設置されている大学としてその社

会的要請に応え、かつ、独立した大学院として経営学関連分野の人材養成および教育

研究を目指すため、社会科学分野全般ではなく経営学を中心とした領域（経営学・経

済学・ファイナンス）に特化した大学院である経営学研究科を設立する。 

 

(3) 専攻設置の趣旨及び必要性 

  経営学研究科の母体となる社会科学研究科経営学専攻では、平成１５年に設置した

高度専門職業人養成プログラム（設置当時は東京都立大学社会科学研究科）、平成２

８年に設置した高度金融専門人材養成プログラム、および東京都立大学社会科学研究

科経済政策専攻の流れを汲む研究者養成プログラムの３つのプログラムの提供により

高度専門職業人養成および研究者養成の大学院教育を行ってきた。平成１９年に文部

科学省大学院教育改革支援プログラムにおいて経営学専攻の「公共経営の人材育成プ

ログラム（経営戦略とリスクマネジメントの実践的教育）」が採択され、平成２０年

から３年間にわたり高度専門職業人養成プログラム内において公共経営分野における

人材育成事業を展開した。同事業はその後も大学独自で入試および授業の一部で継続
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されている。このように社会科学研究科経営学専攻は、国内外の民間部門や公共部門

でリーダーとして活躍する人材および、高い専門知識と研究能力を活かした調査研究

職に就く人材の養成に貢献してきた。 

  相互に関連している経営学・経済学・ファイナンス分野における体系的な人材養成

の要請に引き続き応え、かつ、研究上のシナジー効果と有機的な教育となるよう、経

営学専攻として改めて人材育成プログラムを整備する。特に、経営学専攻博士前期課

程では、経営学プログラム・経済学プログラム・ファイナンスプログラムの３プログ

ラムを設置する。 

 

(4) 研究科で養成する人材像及び教育研究上の目的 

  経営学を中心に据えながら経済学および多分野に跨がるファイナンスの領域を教育

研究対象として、高度な研究水準を維持するとともに、その成果を博士課程の学術的

もしくは実践的な教育に反映させる。 

  経営学・経済学・ファイナンスの諸分野に関する高度な専門的知識と様々な課題の

分析能力を基礎として、国内外の民間部門や公共部門でリーダーとして組織の管理・

運営・変革等を担う経営者や専門家を養成する。さらに、社会・経営の現実感覚を維

持しながら学術的な課題を自ら設定して研究を遂行できる能力を持った研究者も少人

数教育により養成する。学生数においては前者の高度専門人材養成が中心となるが、

学術的テーマの研究を志す社会人からの教育研究需要に対応するために後者の研究者

養成も行う。 

 

(5) 専攻で養成する人材像及び教育研究上の目的 

ア 養成する人材像  

   博士前期課程では経営学・経済学・ファイナンスの分野にそれぞれ教育プログラ

ムを展開する。博士前期課程の各プログラムでは、丸の内サテライトキャンパスの

立地を活かして、その分野の高度専門職業人養成を主体としつつ、個別指導により

少人数の研究者養成も行う。学生の関心と必要性に応じて他分野プログラムの講義

も履修できるよう、履修上の制約は設けない。博士後期課程では、大学や調査・研

究機関等のアカデミックポジションへの就職を目指す学生の指導に加え、職務やキ

ャリアパスに繋がる学術的テーマの研究を志す社会人の研究指導を中心とする。 

   修了後の進路としては、様々な業種の民間企業や官公庁等で、組織運営、戦略立

案，研究・調査業務、政策立案等に従事することが期待される。ファイナンス分野

の修了者は、金融機関等においてファンド・マネジャー、クォンツ・アナリスト、

金融リスク管理者、トレーダー、金融商品開発者、政策立案者、財務責任者などの

高度金融専門人材として活躍することが期待される。 

 本研究科への入学者の多くは既に企業等に所属する社会人であることが見込まれ

ており、本研究科での学修が、経営者・研究者等としての各自のキャリアパスの形

成に貢献することを目指している。 
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イ 博士前期課程における教育研究上の目的 

博士前期課程では幅広い講義科目を提供すると共に演習形式の授業や研究指導等

により密な指導を行う。 

 

ａ 経営学プログラム 

 経営組織・ヒューマンリソースマネジメント・意思決定、経営戦略、マーケテ

ィング、マネジメントサイエンス、会計学の５つの教育研究プロジェクトを置く。

専門的な科目を少人数の授業で提供し、加えて修士論文または課題研究論文の執

筆を必須とすることで、経営学に関する幅広く深い知識と思考力および研究能力

を持った高度専門職業人、および国際的な水準の研究に携わるための基礎的研究

能力を持った研究者を養成する。また、いわゆる文系の出身者だけでなく、大学

の学部で経営学を学ばなかった理工系出身の社会人学生も積極的に受け入れて、

技術とマネジメントの両方の能力を持つ人材を養成する。 

    修了生に次のような能力を身につけさせることを目標とする。 

・ 経営学の基幹理論とその応用分野について高度な専門知識を修得し、民間企業

や官公庁等で組織編成・組織変革、戦略立案、市場調査、作業プロセスの効率

化、会計等を担うことができる能力、ベンチャーを興し経済に活力を与える能

力、経営学の研究を遂行できる能力を養成する。 

 

ｂ 経済学プログラム 

    経済学、経済史の２つの教育研究プロジェクトを置く。少人数の授業での丁寧

な指導により、経済学、経済史の各分野で国際的な水準の研究に携わるための基

礎的研究能力を持った研究者、および高度な専門知識を身につけた実務家の養成

を目指す。最新の学術論文の成果を社会･産業へ還元できるように、経済学特別演

習・研究指導等において、学術論文の読解と執筆のための実践を学ぶ。 

    修了生に次のような能力を身につけさせることを目標とする。 

・ 経済学のプロジェクトにおいては、経済学の基幹理論とその応用分野の専門的

な知識を修得し、高度な理論研究や応用研究を遂行する能力を身につけさせる

ことを目標とする。コア科目と呼ばれる、ミクロ経済学・マクロ経済学・計量

経済学の高度な基幹理論の学修には数学・統計学が不可欠である。また、コア

科目で修得した知識を応用する国際金融論、ゲーム理論、公共経済学、時系列

解析等の諸分野において、経済分析とその理論展開やデータ分析の能力を養う。 

・ 経済史のプロジェクトにおいては、経済学の諸理論を応用し、経済システムや

経済社会の事象をグローバルな視点で歴史的な経緯も含めて資料を分析し、高

度な歴史的知見の提供や問題解決のための政策提言を行う能力を養う。 

 

ｃ ファイナンスプログラム 

    ファイナンス・金融工学に関する専門的な科目を体系的に提供する。講義形式

の授業に留まらず、演習や実践的なケーススタディーを効果的に配置し、さらに

修士論文の執筆を義務づける。学界の最先端の知識を吸収し、獲得した知識を金
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融実務で応用できるように、各分野の理論に精通した教員と実務経験を有する教

員が、ごく少人数の授業で丁寧に指導し優秀な人材を養成する。 

    修了生に次のような能力を身につけさせることを目標とする。 

・ ファイナンス・金融工学に関する広範な知識を背景に、自らのアイデアにより、

表現力のある数理モデルや投資戦略の構築、適切なリスク管理技術の開発、金

融商品の開発やその定量的な評価・分析、バックテストなどが行える能力を養

成する。 

 

ウ 博士後期課程における教育研究上の目的 

   経営学や経済学における高度で最先端の研究の担い手となるように、理論やモデ

ルの構築、実態調査・分析、海外を含む学会発表、査読付き学会誌への投稿論文執

筆など、段階を追った指導を行い、高い研究能力を身につけさせる。 

 修了生に次のような能力を身につけさせることを目標とする。 

・ 経営学・経済学の理論とその応用領域の高度な専門知識を修得し、研究者として

世界最先端レベルの独創的な研究を遂行して、学術上の発展に貢献する能力を養

成する。 

・ 経営学・経済学の高度な知識と分析能力を民間部門や公共部門の実務に活かすこ

とができる能力を養成する。 

 

(6) 研究科において組織として研究対象とする中心的な学問分野 

  経営学、経済学、ファイナンスの３分野が柱となる。経営学は更に、経営組織、経

営戦略、マーケティング、マネジメントサイエンス、会計学の領域がある。経済学で

は、ミクロ経済学（ゲーム理論、社会選択論を含む）、マクロ経済学、統計学・計量

経済学、経済史の領域に分かれる。経営学を中心に据えながら経済学および多分野に

跨がるファイナンスの領域を教育研究対象として、高度な研究水準を維持するととも

に、その成果を博士課程の学術的もしくは実践的な教育に反映させる。これらの分野

は相互に関連しているので、研究上のシナジー効果と有機的な教育を期待できる。 
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２ 研究科、専攻等の名称及び学位の名称 

(1) 研究科の名称 

  経営学を中心とした学問領域に関する基礎理論を中心に教育研究し、さらに研究科

の設置趣旨および国際的な通用性、教育研究上の目的等に鑑み専攻の名称は「経営学

研究科」（英語名:Graduate School of Management）とする。 

 

(2) 専攻の名称 

  経営学を中心とした学問領域に関する基礎理論を中心に教育研究し、さらに専攻の

設置趣旨および国際的な通用性、教育研究上の目的等に鑑み専攻の名称は「経営学専

攻」（英語名:Department of Management）とする。また、学位の名称は研究科・専攻

の設置趣旨、教育内容および国際的な通用性、教育研究上の目的等に鑑み下記のとお

りとする。 

博士前期課程では、プログラム毎に探求する学問分野が異なる。そのため、修了す

るプログラム毎に次のとおり授与する学位を定める。 

修了するプログラム 授与する学位の名称 学位の英語名称 

経営学プログラム 修士（経営学） Master of Business Administration 

経済学プログラム 修士（経済学） Master of Economics 

ファイナンスプログラム 修士（ファイナンス） Master of Finance 

学位の名称は、学生が修了するプログラム名に応じた学位を原則とし、指導教員の

指示のもと学位論文提出時に学位申請を行う。 

 

博士後期課程では、学位論文の内容に基づき、授与する学位は博士（経営学）（英語

名称： Doctor of  Philosophy in Business Administration）または博士（経済学）

（英語名称： Doctor of  Philosophy in Economics）とする。学位の名称は、学位論

文の内容に応じた学位を原則とし、指導教員の指示のもと学位論文提出時に学位申請

を行う。 
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３ 教育課程の編成の考え方及び特色（教育研究の柱となる領域（分野）の

説明も含む。） 

(1) 研究科に共通する教育課程の編成の考え方及び特色 

 経済活動の一翼を担う企業では一般的に「ヒト・モノ・カネ」の３要素を重要な経営

資源と考え組織運営を行っている。その「ヒト・モノ・カネ」の機能や仕組みを学術的

に研究し新たな知見などにより発展させることは、正に経営学・経済学・ファイナンス

の研究に他ならない。社会科学において経営学・経済学・ファイナンスの学術領域は密

接に繋がっており、ひとつの研究科において３分野の教育研究を行うことは、それぞれ

の教育研究を相互に補完し、シナジー効果ももたらすことが大いに期待できる。よって、

経営学研究科では、経営学を中心として、経済学やファイナンスの分野にも注力しなが

ら、教育課程を編成する。博士前期課程では幅広い科目と履修時期を考慮したコースワ

ークを提供すると共に、プログラムもしくは教育研究プロジェクト毎の演習や研究指導

等による深い指導を行うため、経営学・経済学・ファイナンスの幅広い領域から科目を

提供する。高度な科目を幅広く体系的に学ぶことと、修士論文の執筆を通じてひとつの

トピックについて深く研究することを両輪として、専門的な知識を備えた高度専門職業

人および研究者を養成するために、それぞれの講義を相互に関連付けて学習できる体系

的カリキュラムを構成する。 

博士後期課程においては少人数の学生の研究指導における要望に細やかに対応でき

るよう柔軟なカリキュラム編成とする。高度に専門的な教育を施し、学生が主体的に段

階を踏まえて博士号を取得できるように制度設計がなされている。博士前期課程ではコ

ースワーク等の講義を中心とした授業を通して研究の基礎知識を修得した後に修士論

文執筆を大きな目標とすることに対し、博士後期課程では既存研究のレビューや学生独

自の研究・分析など個別研究指導が中心となる。 

 原則 4月入学とするが、外国において修士課程レベルを修了し本学の奨学金制度を 

利用して本学で博士課程の研究を続ける外国人留学生などに対応するため、博士後期

課程のみ 10 月入学も導入する。博士後期課程での授業は、前期（4-9 月）に講義形式

である「〇〇特殊研究」（〇〇は研究トピックス名）の授業が開講され、後期（10-3

月）に演習形式となる「〇〇特殊演習」の授業が開講される。既に修士課程を終え一

定の知識や研究手法を備えている学生が 10 月に入学し、「〇〇特殊演習」から履修を

開始しても学生・教員双方に教育研究上の支障はない。なお、10 月入学の定員は若干

名とする。 

 

(2) 専攻の教育課程の編成の考え方及び特色 

ア 科目区分の設定及びその理由 

 博士前期課程の選択科目（研究指導に準じる科目以外の科目）は、３つのプログラム

（経営学プログラム、経済学プログラム、ファイナンスプログラム）のいずれかを念頭

に開講されるが、すべての学生がすべての授業を履修可能である。個々の授業がどのプ

ログラムと関連が深いかを学生が識別しやすくするため、次の科目区分を設定する。 

経営Ａ、経営Ｂ、経済Ａ、経済Ｂ、ファイナンスＡ、ファイナンスＢ、経営Ｂ２、 

経済Ｂ２、ファイナンスＢ２ 
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経営Ａは主に経営学プログラムのＡ群科目群（後述の「エ 必修科目･選択科目･自由科

目の構成とその理由」参照）、経営Ｂは主に経営学プログラムのＢ群科目群であることな

どを示唆する。各選択科目はいずれかの科目区分に属する。 

 博士後期課程では、科目区分は設定しない。 

 

イ 各科目区分の科目構成とその理由 

経営Ａ：主として経営学プログラムＡ群科目に該当する科目 

経営学、経営組織、ヒューマン・リソース・マネジメント、意思決定、ベンチ

ャービジネス、経営戦略、経営戦略演習、テクノロジー・マネジメント、マー

ケティング・マネジメント、マーケティング・サイエンス、マネジメント・サ

イエンスⅠ、統計学基礎、経営分析、管理会計、財務会計 

経営Ｂ：主として経営学プログラムＢ群科目に該当する科目 

組織行動、マネジメント・サイエンスⅡ、経営数理、ビジネスイノベーション

演習、企業経済学、コーポレートファイナンス概論、証券投資、経営学特別講

義、経営学演習 

経済Ａ：主として経済学プログラムＡ群科目に該当する科目 

ミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学、経済数学、ミクロ経済学演習、マ

クロ経済学演習、ミクロ経済学概論、マクロ経済学概論、経済史概論、経済史

演習 

経済Ｂ：主として経済学プログラムＢ群科目に該当する科目 

金融論、国際金融論、ミクロ経済学特論、マクロ経済学特論、ゲーム理論、公

共経済学、日本経済論、ミクロ計量経済学、時系列解析、日本経済史、西洋経

済史、アジア経済史、社会経済史、経済思想史、経済学特別講義 

ファイナンスＡ：主としてファイナンスプログラムＡ群科目に該当する科目 

資産運用論、ポートフォリオ理論、実証ファイナンス、債券投資と ALM、オプ

ション理論、期間構造モデル、クレジットデリバティブ、上級オプション理論、

金融リスク管理概論、マーケットリスク管理、信用リスク管理、プログラミン

グ基礎、金融数値解法、シミュレーション 

ファイナンスＢ：主としてファイナンスプログラムＢ群科目に該当する科目 

確率解析、上級確率解析、金融における最適化、金融データサイエンス、金融

時系列解析、金融経済学、コーポレートファイナンス、ファイナンス特別講義、

金融工学特別講義 

経営Ｂ２：先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すための講義科

目および演習科目で、経営学プログラムに関連が深い科目 

経営学特別研究、組織理論特別研究・特別演習、ヒューマン・リソース・マネ

ジメント特別研究・特別演習、意思決定特別研究・特別演習、ベンチャービジ

ネス特別研究・特別演習、経営戦略特別研究・特別演習、テクノロジー・マネ

ジメント特別研究・特別演習、マーケティング特別研究・特別演習、マーケテ

ィング・サイエンス特別研究・特別演習、統計学特別研究・特別演習、経営科

学特別研究・特別演習、企業金融論特別研究・特別演習、会計学特別研究・特
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別演習、財務会計特別研究・特別演習、管理会計特別研究・特別演習 

経済Ｂ２：先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すための講義科

目および演習科目で、経済学プログラムに関連が深い科目 

ミクロ経済学特別研究・特別演習、マクロ経済学特別研究・特別演習、計量経

済学特別研究・特別演習、金融論特別研究・特別演習、金融経済学特別研究・

特別演習、日本経済論特別研究・特別演習、ゲーム理論特別研究・特別演習、

数理統計学特別研究・特別演習、公共経済学特別研究・特別演習、国際金融論

特別研究・特別演習、日本経済史特別研究・特別演習、経済思想史特別研究・

特別演習、西洋経済史特別研究・特別演習、アジア経済史特別研究・特別演習 

ファイナンスＢ２：先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すため

の講義科目および演習科目で、ファイナンスプログラムに関連が深い科目 

金融工学経済学特別研究・特別演習、金融リスク特別研究・特別演習 

 

ウ 設置の趣旨等を実現するための科目の対応関係 

 経営学・経済学・ファイナンスの各分野における高度専門職業人養成のためのコース

ワークがそれぞれ科目区分経営Ａ・経営Ｂ、経済Ａ・経済Ｂ、ファイナンスＡ・ファイ

ナンスＢに該当する。また、研究者養成のための科目が科目区分経営Ｂ２、経済Ｂ２、

ファイナンスＢ２である。 

 

エ 必修科目･選択科目･自由科目の構成とその理由 

 博士前期課程では、基礎的科目の履修から学位論文執筆までを２年間で体系立てて修

得するため、すべての提供科目についてプログラム毎に必要度に応じてＡ群・Ｂ群・Ｃ

群・必修科目群を設定する。Ａ群科目は選択必修科目であり、２年間のプログラムの教

育にあたって基礎となる講義科目もしくは演習科目を配置する。これらはプログラムで

修得しておくべき基本的な科目である。Ｂ群科目は、プログラムに応じた専門分野の知

識を一層高める、もしくは広めるために必要な講義形式もしくは演習形式の選択科目で

あり、修士論文執筆のテーマに繋がる応用・発展的な科目と研究者養成のための科目が

含まれる。Ｃ群科目は主に他のプログラムのＡ群科目もしくはＢ群科目として提供され

る選択科目である。このように、数多くの高度な科目を、関心と必要性に応じて深く広

く学ぶことができる。必修科目は、研究指導もしくはそれに準じた科目で、学位論文執

筆に求められる課題の設定・考察・分析の手法などを指導する科目である。いずれの授

業も少人数で双方向的に行われるが、知識伝授の割合が比較的高い講義科目のほかに、

学生の主体的な取り組みの割合が高い演習科目を置いている。講義科目と演習科目を取

り混ぜて履修することで知識と思考力、応用力が高められる。 

 

a 博士前期課程 経営学プログラム 

【Ａ群科目】 

①経営組織・ヒューマンリソースマネジメント・意思決定、経営戦略、マーケティング、

マネジメントサイエンス、会計学の５つの教育研究プロジェクトの基礎となる科目： 

科目区分「経営Ａ」のすべての科目 
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経営学プログラムでは、経営学プログラムのＡ群科目を修了要件として 12単位以上修得

しなければならない。 

【Ｂ群科目】 

①経営学の高度な専門知識を修得するための講義科目および演習科目: 

科目区分「経営Ｂ」のすべての科目 

②幅広い知見を獲得するための講義科目: 

ミクロ経済学概論、マクロ経済学概論、経済史概論、ゲーム理論、日本経済論、

日本経済史、アジア経済史、経済思想史 

③先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すための講義科目及び演

習科目: 

科目区分「経営Ｂ２」のすべての科目 

【Ｃ群科目】 

①Ａ群科目・Ｂ群科目ならびに必修科目に含まれない科目をＣ群科目とする。 

主に経済学プログラム・ファイナンスプログラムのために提供される科目である。 

【必修科目】 

①研究指導もしくはそれに準じた科目: 

経営学特別演習、研究指導 

 

b 博士前期課程 経済学プログラム 

【Ａ群科目】 

①経済学、経済史の２つの教育研究プロジェクトの基礎となる科目: 

科目区分「経済Ａ」のすべての科目、統計学基礎 

経済学プログラムでは、経済学プログラムのＡ群科目を修了要件として８単位以上修得

しなければならない。 

【Ｂ群科目】 

①経済学の高度な専門知識を修得するための講義科目および演習科目: 

科目区分「経済Ｂ」のすべての科目、企業経済学 

②先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すための講義科目及び演

習科目: 

科目区分「経済Ｂ２」のすべての科目 

【Ｃ群科目】 

①Ａ群科目・Ｂ群科目ならびに必修科目に含まれない科目をＣ群科目とする。 

主に経営学プログラム・ファイナンスプログラムのために提供される科目である。 

【必修科目】 

①研究指導もしくはそれに準じた科目: 

経済学特別演習、研究指導 

 

c 博士前期課程 ファイナンスプログラム 

【Ａ群科目】 

①ファイナンス・金融工学の基礎となる科目: 
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科目区分「ファイナンスＡ」のすべての科目 

ファイナンスプログラムでは、ファイナンスプログラムのＡ群科目を修了要件として 12

単位以上修得しなければならない。 

【Ｂ群科目】 

①ファイナンス・金融工学の高度な専門知識を修得するための講義科目および演習科目: 

科目区分「ファイナンスＢ」のすべての科目 

②先進的な理論を獲得し、博士前期課程修了後に研究者を目指すための講義科目および

演習科目: 

科目区分「ファイナンスＢ２」のすべての科目 

【Ｃ群科目】 

①Ａ群科目・Ｂ群科目ならびに必修科目に含まれない科目をＣ群科目とする。 

主に経営学プログラム・経済学プログラムのために提供される科目である。 

【必修科目】 

①研究指導もしくはそれに準じた科目: 

ファイナンス演習、ファイナンス考究、研究指導 
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博士前期課程授業科目の科目区分と A群・B群・C群・必修の指定 

  科目区分 : 経営 A          科目区分 : 経済 B       

授業科目名 経営学 P 経済学 P ファイナンス P  授業科目名 経営学 P 経済学 P ファイナンス P 

経営学 A 群 C 群 C 群  金融論 C 群 B 群 C 群 

経営組織 A 群 C 群 C 群  国際金融論 C 群 B 群 C 群 

ヒューマン・リソース・マネジメント A 群 C 群 C 群  ミクロ経済学特論 C 群 B 群 C 群 

意思決定 A 群 C 群 C 群  マクロ経済学特論 C 群 B 群 C 群 

ベンチャービジネス A 群 C 群 C 群  ゲーム理論 B 群 B 群 C 群 

経営戦略 A 群 C 群 C 群  公共経済学 C 群 B 群 C 群 

経営戦略演習 A 群 C 群 C 群  日本経済論 B 群 B 群 C 群 

テクノロジー・マネジメント A 群 C 群 C 群  ミクロ計量経済学 C 群 B 群 C 群 

マーケティング・マネジメント A 群 C 群 C 群  時系列解析 C 群 B 群 C 群 

マーケティング・サイエンス A 群 C 群 C 群  日本経済史 B 群 B 群 C 群 

マネジメント・サイエンスⅠ A 群 C 群 C 群  西洋経済史 C 群 B 群 C 群 

統計学基礎 A 群 A 群 C 群  アジア経済史 B 群 B 群 C 群 

経営分析 A 群 C 群 C 群  社会経済史 C 群 B 群 C 群 

管理会計 A 群 C 群 C 群  経済思想史 B 群 B 群 C 群 

財務会計 A 群 C 群 C 群  経済学特別講義 C 群 B 群 C 群 

         

  科目区分 : 経営 B          科目区分 : ファイナンス A   

組織行動 B 群 C 群 C 群  資産運用論 C 群 C 群 A 群 

マネジメント・サイエンスⅡ B 群 C 群 C 群  ポートフォリオ理論 C 群 C 群 A 群 

経営数理 B 群 C 群 C 群  実証ファイナンス C 群 C 群 A 群 

ビジネスイノベーション演習 B 群 C 群 C 群  債券投資と ALM C 群 C 群 A 群 

企業経済学 B 群 B 群 C 群  オプション理論 C 群 C 群 A 群 

コーポレートファイナンス概論 B 群 C 群 C 群  期間構造モデル C 群 C 群 A 群 

証券投資 B 群 C 群 C 群  クレジットデリバティブ C 群 C 群 A 群 

経営学特別講義 B 群 C 群 C 群  上級オプション理論 C 群 C 群 A 群 

経営学演習 B 群 C 群 C 群  金融リスク管理概論 C 群 C 群 A 群 

     マーケットリスク管理 C 群 C 群 A 群 

  科目区分 : 経済 A        信用リスク管理 C 群 C 群 A 群 

ミクロ経済学 C 群 A 群 C 群  プログラミング基礎 C 群 C 群 A 群 

マクロ経済学 C 群 A 群 C 群  金融数値解法 C 群 C 群 A 群 

計量経済学 C 群 A 群 C 群  シミュレーション C 群 C 群 A 群 

経済数学 C 群 A 群 C 群      

ミクロ経済学演習 C 群 A 群 C 群    科目区分 : ファイナンス B     

マクロ経済学演習 C 群 A 群 C 群  確率解析 C 群 C 群 B 群 

ミクロ経済学概論 B 群 A 群 C 群  上級確率解析 C 群 C 群 B 群 

マクロ経済学概論 B 群 A 群 C 群  金融における最適化 C 群 C 群 B 群 

経済史概論 B 群 A 群 C 群  金融データサイエンス C 群 C 群 B 群 

経済史演習 C 群 A 群 C 群  金融時系列解析 C 群 C 群 B 群 

     金融経済学 C 群 C 群 B 群 

     コーポレートファイナンス C 群 C 群 B 群 

     ファイナンス特別講義 C 群 C 群 B 群 

     金融工学特別講義 C 群 C 群 B 群 

         

       科目区分 : 必修       

     経営学特別演習 必修 C 群 C 群 

     経済学特別演習 C 群 必修 C 群 

経営学P    : 経営学プログラム     ファイナンス演習 C 群 C 群 必修 

経済学P    : 経済学プログラム     ファイナンス考究 C 群 C 群 必修 

ファイナンス P : ファイナンスプログラム    研究指導 必修 必修 必修 
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  科目区分 : 経営 B2    

授業科目名 経営学プログラム 経済学プログラム ファイナンスプログラム 

経営学特別研究 B 群 C 群 C 群 

組織理論特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

ヒューマン・リソース・マネジメント特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

意思決定特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

ベンチャービジネス特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

経営戦略特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

テクノロジー・マネジメント特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

マーケティング特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

マーケティング・サイエンス特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

統計学特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

経営科学特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

企業金融論特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

会計学特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

財務会計特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

管理会計特別研究・同特別演習 B 群 C 群 C 群 

    

  科目区分 : 経済 B2       

ミクロ経済学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

マクロ経済学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

計量経済学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

金融論特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

金融経済学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

日本経済論特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

ゲーム理論特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

数理統計学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

公共経済学特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

国際金融論特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

日本経済史特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

経済思想史特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

西洋経済史特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

アジア経済史特別研究・同特別演習 C 群 B 群 C 群 

    

  科目区分 : ファイナンス B2       

金融工学特別研究・同特別演習 C 群 C 群 B 群 

金融リスク特別研究・同特別演習 C 群 C 群 B 群 
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オ 履修順序（配当年次）の考え方 

a 博士前期課程 

 各プログラムのＡ群科目は１年次に配し、早い段階から幅広い基礎知識を修得する。

Ｂ群科目は主に１年次後期以降に配して専門的知識を獲得することにより、必修科目の

特別演習等の履修と併せて学位論文執筆に備える。２年次は主として研究指導による学

位論文執筆に従事するが、Ｂ群科目およびＣ群科目の履修で広角的・横断的な視野で学

問の視野を広げることができる。このように、体系的・段階的な教育課程を編成してい

る。 

① 経営学プログラム 

 本プログラムには「経営組織・ヒューマンリソースマネジメント・意思決定」、「経営

戦略」、「マーケティング」、「マネジメントサイエンス」、「会計学」の５つの教育研究プ

ロジェクトを設け、学生はいずれかに所属して体系的に履修を進める。 

 １年次後期には必修科目の経営学特別演習が配当される。担当は専任教員であり、学

生は所属する教育研究プロジェクトの担当教員の経営学特別演習を履修して、修士論文

の執筆に向けて専門的な知識を深めると共に研究の方法論を学ぶ。経営学特別演習は専

門性が高いため、その履修は原則としてひとつに限られるが、複数の研究分野にまたが

る研究計画である場合など、特に必要性が認められたときには複数の履修が許可される。

２年次には教育研究プロジェクトの担当教員から指導教員が決定される。２年次の前期

と後期には必修科目の研究指導が配当され、学生は１年を通じて指導教員から研究と修

士論文の執筆について念入りに指導を受ける。 

② 経済学プログラム 

 本プログラムには「経済学」、「経済史」の２つの教育研究プロジェクトを設け、学生

はいずれかに所属して体系的に履修を進める。 

 経済学分野では、Ａ群科目に１年次前期に履修を想定しているマクロ経済学・ミクロ

経済学・計量経済学を中心としたコースワークを設定する。マクロ経済学・ミクロ経済

学には演習も用意され、多くの具体的な問題を解くことにより授業理解を深めることが

できる。経済数学や統計学も併せて学ぶことにより、修士論文執筆に必要な基礎的知識・

手法を学ぶ。Ｂ群科目にはゲーム理論・公共経済学等の科目を配置する。コースワーク

で学んだ理論・手法を個別分野で応用・発展させるために必要な知識を提供する講義で

ある。１年次からの計画的学修により、理論の修得、情報収集・分析手法の獲得など総

合的な学力を身につける。これらの学修と学生自身の問題意識から修士論文執筆のため

の構想を得るように指導する。 

 経済史分野では、Ａ群科目に 1年次前期に履修を想定している経済史概論、経済史演

習を中心としたコースワークを設定する。これらのコースワーク等から、歴史的な考察

を進める上で必要不可欠な史実・理論・分析手法を修得する。Ｂ群科目には、日本経済

史、西洋経済史、アジア経済史、経済思想史等の科目を配置する。これらは、コースワ

ークで学んだ分析手法・史実・理論を個別分野で応用・発展させるために必要な知識・

史実・理論を提供する講義科目である。なお、1 年次からの計画的な学修により、史実

の理解、資料の探索・収集・分析、研究史の整理・批判といった総合的な学力を身につ

ける。 
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 １年次後期には必修科目の経済学特別演習を配当する。経済学特別演習は、マクロ経

済学分野、ミクロ経済学分野、計量経済学分野、経済史分野に分かれ、学生は、１つな

いしは２つの経済学特別演習を履修し、修士論文の執筆に向けてテーマを設定し専門的

な知識を深めると共に、既存論文の調査・報告、データ取得、資料の調査・分析、モデ

ル構築、シミュレーション等の手順を修得するなど研究の方法論を学ぶ。経済学特別演

習の最終回では、学生の研究報告を行い、２年次における修士論文執筆の準備を終える。

２年次には教育研究プロジェクトの担当教員から指導教員が決定される。２年次の前期

と後期には必修科目の研究指導が置かれており、学生は１年を通じて指導教員から研究

と修士論文の執筆について念入りに指導を受ける。また、研究指導では、毎月１回程度、

多くの関連する教員・学生が参加して研究報告会を行う。２年次前期は、広い研究視野

を持つために主査および副査の２人の指導教員から指導を受けながら、研究報告会で修

士論文の構想説明と関連論文の報告を行う。２年次後期は、主査による個別の研究指導

のもとで研究を進めるとともに、引き続き研究報告会で研究の進捗報告を行い、参加者

との質疑応答を通して様々な観点から研究を精緻化させる。最終的にそれらの成果を修

士論文として仕上げて提出する。 

③ ファイナンスプログラム 

 ファイナンスプログラムのＡ群科目に含まれる科目は、投資運用理論、オプション理

論、金融リスク理論、数値計算の分野に属するコア科目の講義であり、それぞれ入門的

な科目から応用・発展的な科目まで含まれている。Ｂ群科目は数学、統計学、経済学な

どのファイナンス・金融工学と関連が深い分野の科目であり、コア科目の理解を助ける

知識、あるいはコア科目で学んだ理論を実務で応用・発展させるために必要な知識を提

供する講義である。 

 １年次後期には必修科目のファイナンス演習が配当される。ファイナンス演習は各専

任教員が担当し、修士論文作成のために、テーマ設定、既存論文の調査・報告、データ

取得、モデル構築などの手順を修得する。２年次前期には必修科目のファイナンス考究

が配当される。ファイナンス考究では、全専任教員が参加して、設定したテーマに沿っ

て各学生が自身で開発したモデルをプレゼンテーションする。また、２年次の前期と後

期には必修科目の研究指導が置かれ、研究と修士論文の執筆について指導が行われる。 

 

b 博士後期課程 

 経営学および経済学のより高度かつ専門的な科目が提供される。授業の形態には講義

が中心の「特殊研究」と、学生の主体的な学習が中心となる「特殊演習」があり、両者

を取り混ぜて履修できるように時間割が組まれている。学生は両科目の履修を通じて、

第一線の研究者として身につけるべき高度で専門的な知識と思考力を高めていく。学生

は指導教員らの助言を受けながら各自の研究目的に沿って科目を履修する。博士前期課

程における研究等をもとに研究論文を執筆し、学会誌への掲載や、学会での報告などに

よって研究を進展させ、博士学位論文を作成して提出し、最終試験に合格して博士の学

位を取得できるように教育する。 

 

以上の履修順序を表したカリキュラムツリーを以下に提示する。 
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博士前期課程	 博士後期課程	

M１前期	 M１後期	 M２前期	 M２後期	

　　　　　　　
修
士

論
文	

・	
課
題
研
究

論
文　	
	
	
最
終

試
験	

	
研
究
指
導	

	
特
殊
研
究	

	
特
殊
演
習	

	
	
	

	
	

博
士
候
補
者　　　	

	
	
	
	
	
審

査	

	
	
	

	
	

博
士
論
文	
　

最
終
試
験	

経営学特別演習	
［教育研究プロジェクト（経営
組織，経営戦略，マーケティ
ング，経営科学，会計学）ご
とに単数もしくは複数開講］	

D1　D2	 D3	

(can
d
id

ate)	

経営学演習	
（グループ	
研究Ⅰ，Ⅱ）	

	
［オムニバス］	

研究計画書
の提出	

所属プロジェクト
の決定	

論文　　
中間審査	

経営学プログラム　カリキュラムツリー	

専門科目の幅広い履修	

論文執筆に向けての履修	

指導教員
の決定	

研究指導Ⅰ	
	

［各指導教員］	

研究指導Ⅱ	
	

［各指導教員］	

	
	
	

	
	

	

［Ａ群科目］	
経営学，経営組織，ヒューマン・リソース・マネジメント，意思決定，経営戦略，	

経営戦略演習，テクノロジー・マネジメント，ベンチャービジネス，	
マーケティング・マネジメント，マーケティング・サイエンス，財務会計，管理会計，
経営分析，マネジメント・サイエンスⅠ，統計学基礎	

［Ｂ群科目］	
組織行動，生産戦略，ビジネスイノベーション演習，経営数理，	

マネジメント・サイエンスⅡ，経営学特別講義，経営学演習など	

［Ｃ群科目］	
※経営学研究科経営学専攻の他プログラムの科目で本プログラムのＢ群に指定されていないもの	

博士前期課程	 博士後期課程	

	
	
	
経
済
学
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト	

経
済
史
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト	

M１前期	 M１後期	 M２前期	 M２後期	

ミクロ経済学	
ミクロ経済学演習	

マクロ経済学	
マクロ経済学演習	

	
計量経済学	
経済数学	
統計学基礎	
ミクロ経済学概論	

マクロ経済学概論	
	

	
	
経済史概論	
経済史演習	
ミクロ経済学概論	

マクロ経済学概論	
	
	

金融論	
国際金融論	
マクロ経済学特論	
ミクロ経済学特論	
ゲーム理論	

公共経済学	
日本経済論	
ミクロ計量経済学	
時系列解析	

経済学特別演習	
　・ミクロ経済学	
　・マクロ経済学	
　・計量経済学	
少なくとも１つ履修	

　　　　　　　　　　	
	
	

	
	

研　
究
指

導　　　　　　	
	

	
前
期

：
主
査

と
副

査
の
共

同
指

導	

　　　　　　　　	
	
	

	
	

研　
究
指

導　　　　　	
	

	
後
期

：
主
査

に
よ

る
指
導	

　　　　　　　　	
	
	

	
	

修
士
論

文　	
	

	
最
終

試
験	

	
研
究
指
導	

	
特
殊
研
究	

	
特
殊
演
習	

	
	
	

	
	

博
士
候

補
者　　　	

	
	
	

	
	
審

査	

	
	
	

	
	

博
士
論

文	
	

	
最
終

試
験	

日本経済史	
西洋経済史	
アジア経済史	
社会経済史	
経済思想史	

経済学特別演習	

D1　D2	 D3	

(can
d
id
ate

)	

経済学プログラム　カリキュラムツリー	
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(3) 教育課程の特色 

 平成 17年中央教育審議会答申「新時代の大学院教育―国際的に魅力ある大学院教育の

構築に向けて―」では人材養成の目的の明確化と教育体制の整備が提唱されている。本

研究科は、経営学・経済学・ファイナンス分野において、「高度な専門的知識・能力を持

つ高度専門職業人の養成」と「創造性豊かな優れた研究能力を持つ研究者等の養成」の

２種類の人材養成機能を担う。高度専門職業人養成機能にのみ特化した専門職学位課程

では為し得ない教育研究環境である。主に企業の組織運営や戦略立案、または調査など

の業務を遂行するために基盤となる学問知識を教授する一方で、真に学術的な探求を志

す者には研究者として認められるよう教育を施す。このような教育目標に沿うようにカ

リキュラム・科目区分等を設定し、学生の目的に合わせた授業科目の体系的な履修を可

能にしている。 

 博士前期課程においてはコースワークを中心とした授業と少人数の学生に対する密な

研究指導により、２年間の研究成果としての論文を完成させることを主眼とする。一部

のプログラムで、必ずしも学術的な評価基準が当てはまらない研究テーマにおいては、

修士論文ではなく、課題研究論文として評価することも可能とする。 

 博士後期課程では博士候補者（PhD. Candidate）制度を導入し、学位取得のために研

究成果を学術雑誌へ投稿することなどを義務づけることが特色であり、この制度は厳格

な審査の下で円滑な学位授与に繋がる。研究テーマの選定など主体的な研究活動を促進

し、更に、読者を意識した論文の構成や査読者の質問や指摘などに対応するなど、研究

者としての基礎的な能力を養うことに寄与する。また、長期履修制度により社会人の学

位取得を経済的な面および研究時間の確保という観点から支援する。  

　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	
	

	
	
修

士
論

文	
	
	

	
	
　	

	
最

終
試
験	

ファイナンス演習　　
ファイナンス考究	
［個別研究テーマを選択、
論文サーベイ・発表等を通
じて基礎リサーチ力を養う］	

研究計画書
の提出	

論文　　	
中間審査	

ファイナンスプログラム　カリキュラムツリー	

専門科目の幅広い履修	

論文執筆に向けての履修	

指導教員
の決定	

研究指導Ⅰ	
	

［各指導教員］	

研究指導Ⅱ	
	

［各指導教員］	

［A群科目］	
投資運用　　 （ポートフォリオ理論,資産運用論,実証ファイナンス,債券投資とＡＬＭ）	

オプション　　 （オプション理論,上級オプション理論,期間構造モデル,クレジットデリバティブ）		
金融リスク　  （金融リスク管理概論,マーケットリスク管理,信用リスク管理）		
数値計算　　 （プログラミング基礎,金融数値解法,シミュレーション）	

［B群科目］	
統計学        （金融データサイエンス,金融時系列解析）		

数学           （確率解析,上級確率解析,金融における最適化）		
経済学        （金融経済学,	コーポレートファイナンス）	
ファイナンス特別講義,					金融工学特別講義	

［C群科目］	
※経営学研究科経営学専攻の他プログラムの科目で，指定されているもの	

博士後期課程	

	
研
究
指
導	

	
特
殊
研
究	

	
特
殊
演
習	

	
	
	

	
	

博
士
候
補
者　　　	

	
	
	
	
	
審

査	

	
	
	

	
	

博
士
論
文	
　

最
終
試
験	

D1　D2	 D3	

(can
d
id

ate)	

	
	
	

	
	

	

博士前期課程	

M１前期	 M１後期	 M２前期	 M２後期	
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４ 教員組織の編成の考え方及び特色 

(1) 研究科に共通する教員組織の編成の考え方及び特色 

  本研究科の専任教員の多くは、学部における経済学・経営学の教育、博士課程にお

ける教育および研究者養成に携わる。本研究科の専任教員は、教授２２名（プロジェ

クト任用１名）、准教授１５名（プロジェクト任用２名）であり、全員が博士前期課程

の経営学プログラム・経済学プログラム・ファイナンスプログラムのいずれかの教育

にあたる。プロジェクト任用教員は丸の内サテライトキャンパスに研究室を有し、学

部教育を担当せず、大学院教育に専念する。なお、全員が母体である社会科学研究科

経営学専攻において大学院教育および研究に従事している。 

  専任教員３７名のうち３１名が博士の学位を有し、各教員が経営学・経済学・ファ

イナンスのいずれかの領域において研究実績を挙げ、十分な研究能力を有している。

また、専任教員は長年アカデミックな研究に専念してきた人材のみならず、官公庁、

金融機関、実業界など実務において活躍してきた人材数名を専任教員として採用し、

その経験を教育・研究に反映・活用している。さらに、ファイナンスプログラムにお

いては分野の第一線で研究をリードする他大学の教員を特任教授として迎え入れ、高

度な教育を提供している。 

  経営学研究科開設時の年齢構成は、６０代４名、５０代１５名、４０代１０名、３

０代８名となり、比較的バランスのとれた教員構成となっている。広く優秀な人材を

集めるために、教員募集は原則として公募によることとしている。なお、本学の教員

の定年に関する学内規程は別添資料１のとおり６５歳である。 

 

(2) 専攻の教員組織の編成の考え方及び特色 

  経営学専攻に所属する専任教員は、経営学研究科の専任教員から構成され、博士前

期課程の経営学プログラム・経済学プログラム・ファイナンスプログラムのいずれか

の教育において主たる指導教員として大学院教育にあたる。プログラム毎に配置され

た教員構成は次のとおりである。経営学プログラムは教授１１名、准教授７名から成

り、主要分野と人数は、経営組織５名、経営戦略３名、マーケティング３名、マネジ

メントサイエンス４名、会計学３名である。経済学プログラムは教授８名、准教授６

名から成り、主要分野と人数は、ミクロ経済学３名、マクロ経済学４名、統計・計量

経済学３名、経済史４名である。ファイナンスプログラムは教授３名、准教授２名か

ら成る。 

 

 

  



19 

５ 教育方法、履修指導方法、（研究指導の方法）及び卒業要件（修了要件） 

(1) 教育方法 

ア 入学時期・標準修業年限 

博士前期課程では４月入学のみで、標準修業年限を２年とする。博士後期課程では

４月入学に加え、海外から本研究科博士後期課程に進学する留学生にも対応するため１

０月入学も受け入れる。標準修業年限は３年とする。ただし、博士号取得を目指す社会

人大学院生が計画的に履修できるよう長期履修制度を導入し、最大６年間にわたって授

業料を分割納付することも可能とする。なお、長期履修制度は経営学研究科の母体であ

る社会科学研究科経営学専攻において既に導入され、多くの社会人学生が活用している。 

 

イ 授業の実施方法 

  経営学研究科における授業の実施方法は、教室において担当教員が対面する講義形

式または演習形式とする。学期はセメスター制（前期・後期）とするが、短期間に集

中して効率的に履修する場合など、一部の授業においてクォーター制による開講も認

めることとする。 

博士前期課程および博士後期課程の授業は、南大沢キャンパスにおいて開講する。

また、一部の授業は社会人学生の利便性を考慮し、丸の内サテライトキャンパスにお

いて実施する。 

各キャンパスの時間割は次のとおりである。 

南大沢キャンパス 

平日 １時限  ８時５０分〜１０時２０分 

２時限 １０時３０分〜１２時００分 

３時限 １３時００分〜１４時３０分 

４時限 １４時４０分〜１６時１０分 

５時限 １６時２０分〜１７時５０分 

丸の内サテライトキャンパス 

平日 １時限  ９時３０分〜１１時００分 

２時限 １１時１５分〜１２時４５分 

３時限 １４時００分〜１５時３０分 

４時限 １５時４５分〜１７時１５分 

５時限 １８時２０分〜１９時５０分 

６時限 ２０時００分〜２１時３０分 

土曜日 １時限 １０時３０分〜１２時００分 

２時限 １３時００分〜１４時３０分 

３時限 １４時４０分〜１６時１０分 

４時限 １６時２０分〜１７時５０分 

 

ウ 履修指導方法 

 入学時のガイダンスにおいて履修指導を行い、履修計画を策定する。博士前期課程で

は、プログラムもしくはプロジェクト毎に履修モデルを説明し、細かく履修指導を行う。
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１年目の後期に開講される「経営学特別演習」、「経済学特別演習」、「ファイナンス演習」

を履修する中で修士論文のテーマを決め、１年次末に２年次の指導教員を決定する。 

 博士前期課程の２年次および博士後期課程の研究指導においては、指導教員を中心に

徹底した少人数教育を通じて学生が持っている問題意識を深耕し、論文としてまとめあ

げていく。密接な指導過程を通じて、理論的な研究とともに、学術研究の手法やデータ

の収集・分析方法などを学んでいく。 

 

エ その他の教務事項 

 本研究科では履修科目の年間登録上限を設定しない。 

 教育上有益と認められる場合は、教授会の承認等を経て、他大学を含む他研究科の授

業科目で修得した単位を本研究科における授業科目の履修により修得したものとみなし

て１０単位まで修了単位に充当できる。 
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(2) 履修モデル 

履修モデル（博士前期課程 経営学プログラム[修士論文を提出する場合]）  

（数字は単位数） 

 

博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル 1（経営組織） 

    

 

1 年次       2 年次   合計 

A 群 

経営学 2 ベンチャービジネス 2     16 

経営組織 2 統計学基礎 2       

ヒューマン・リソース・マネジメン

ト 2 管理会計 2       

意思決定 2 財務会計 2       

B 群 
組織行動 2     経営学特別研究 2 8 

ビジネスイノベーション演習 2     組織理論特別演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

        

 

博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル 2（経営戦略） 

    

 

1 年次       2 年次   合計 

A 群 

経営学 2 統計学基礎 2     18 

経営組織 2 経営分析 2       

経営戦略 2 管理会計 2       

経営戦略演習 2 財務会計 2       

テクノロジー・マネジメント 2 

  

      

B 群 
        経営戦略特別研究 2 6 

経営学演習 2     経営戦略特別演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

        

 

博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル 3（マーケティング） 

   

 

1 年次       2 年次   合計 

A 群 

経営学 2 統計学基礎 2     20 

経営組織 2 経営分析 2       

マーケティング・サイエンス 2 経営戦略 2       

マーケティング・マネジメント 2 管理会計 2       

マネジメント・サイエンスⅠ 2 財務会計 2       

B 群 
        マーケティング特別研究 2 4 

        マーケティング特別演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 
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博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル 4（マネジメントサイエンス） 

  

 

1 年次       2 年次   単位数 

A 群 

経営学 2 統計学基礎 2     12 

経営戦略 2 経営分析 2       

マネジメント・サイエンスⅠ 2 財務会計 2       

B 群 
マネジメント・サイエンスⅡ 2 証券投資 2 経営科学特別研究 2 12 

経営数理 2 企業経済学 2 経営科学特別演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

        

 

博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル 5（会計学） 

    

 

1 年次       2 年次   合計 

A 群 

経営学 2 統計学基礎 2     18 

経営組織 2 経営分析 2       

経営戦略 2 管理会計 2       

経営戦略演習 2 財務会計 2       

テクノロジー・マネジメント 2 

  

      

B 群 
経営学特別講義 2     会計学特別研究 2 6 

        会計学特別演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

 

履修モデル（博士前期課程 経営学プログラム[課題研究論文を提出する場合]）  

 上記の修士論文を提出する場合の履修モデルの授業のうち区分「経営Ｂ２」の授業を   

「経営学特別講義」等の授業に変更する。下表は「経営組織」の場合の履修モデルであ

る。 

 

博士前期課程 経営学プログラム 履修モデル（経営組織） 

    

 

1 年次       2 年次   合計 

A 群 

経営学 2 ベンチャービジネス 2     18 

経営組織 2 統計学基礎 2       

経営戦略 2 管理会計 2       

ヒューマン・リソース・マネジ

メント 2 財務会計 2       

意思決定 2 

  

      

B 群 
組織行動 2 経営学特別講義 2 経営学特別講義 2 12 

ビジネスイノベーション演習 2 経営学演習 2 経営学演習 2   

必須 経営学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       28   8 36 
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履修モデル（博士前期課程 経済学プログラム） 

 

博士前期課程 経済学プログラム 履修モデル 1（経済学） 

    

 

1 年次       2 年次   単位数 

A 群 

ミクロ経済学 2 計量経済学 2     10 

ミクロ経済学演習 1 経済数学 2       

マクロ経済学 2 

  

      

マクロ経済学演習 1 

  

      

B 群 

金融論 2 公共経済学 2 ミクロ経済学特別研究 2 14 

国際金融論 2 日本経済論 2 ミクロ経済学特別演習 2   

ゲーム理論 2           

必須 経済学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

        

 

博士前期課程 経済学プログラム 履修モデル 2（経済史） 

    

 

1 年次       2 年次   単位数 

A 群 

経済史概論 2 ミクロ経済学概論 2     10 

経済史演習 2 マクロ経済学概論 2       

 

  統計学基礎 2       

 

  

  

      

B 群 

日本経済史 2 社会経済史 2 経済思想史特別研究 2 14 

西洋経済史 2 経済思想史 2 経済思想史特別演習 2   

アジア経済史 2           

必須 経済学特別演習 2     研究指導 x2 4 6 

合計       22   8 30 

 

履修モデル（博士前期課程 ファイナンスプログラム） 

 

博士前期課程 ファイナンスプログラム 履修モデル 

    

 

1 年次       2 年次   単位数 

A 群 

ポートフォリオ理論 2 クレジットデリバティブ 2     14 

実証ファイナンス 2 プログラミング基礎 2       

オプション理論 2 金融数値解法 2       

期間構造モデル 2 

  

      

B 群 
確率解析 2     金融工学特別研究 2 8 

金融における最適化 2     金融工学特別演習 2   

必須 
ファイナンス演習 2     研究指導 x2 4 8 

        ファイナンス考究 2   

合計       20   10 30 
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履修モデル（博士後期課程） 

 

 博士後期課程 履修モデル 1（経営学） 

    

 

1 年次   2 年次   3 年次   単位数 

  経営学特殊研究 2 経営戦略特殊研究 2     20 

  経営学特殊演習 2 経営戦略特殊演習 2       

  組織理論特殊研究 2 

  

      

  組織理論特殊演習 2 研究指導 x2 4 研究指導 x2 4   

合計   8   8   4 20 

        

        

 

 博士後期課程 履修モデル 2（経済学） 

    

 

1 年次   2 年次   3 年次   単位数 

  ミクロ経済学特殊研究 2 公共経済学特殊研究 2     20 

  ミクロ経済学特殊演習 2 公共経済学特殊演習 2       

  ゲーム理論特殊研究 2 

  

      

  ゲーム理論特殊演習 2 研究指導 x2 4 研究指導 x2 4   

合計   8   8   4 20 

 

(3) 学位論文の審査スケジュール、審査体制、公表方法等 

ア 博士前期課程 

 ２年次４月に主査となる指導教員１名を決定する。２年次途中（原則７月）に中間審

査を行い､学位論文執筆の進捗状況を確認する。所定時期（翌年１月等）に学位論文を提

出し､主査１名および副査２名により最終試験を行う。最終試験では､公開された論文報

告の後､主査および副査が論文内容の審査と口述試験の結果により合否を判定する。最終

試験に合格した学位論文は原則閲覧可能とするが､公開できないデータや特許等を含む

内容となる論文の場合には閲覧不可とすることもできる。 

 

イ 博士後期課程 

 博士後期課程では、学生が自らの学位取得にいたるまでの研究計画・指導体制を設計

できるように「博士候補者（Candidate）制度」を導入している。学位授与までの教育プ

ロセスを明確化し、適切な研究指導を実践するため、学位申請においては在学期間中に

博士候補者の資格を得ることを条件とする。したがって、指導教員と相談して決めた研

究計画に基づき、学生は研究の着実な遂行、論文執筆、学会報告等を計画的に行うこと

が求められる。指導教員は入学時および毎年４月に決定する。 

 申請の受付は、博士候補者の資格申請は随時、また、学位申請は毎年２回所定時期に

受け付ける。これらの申請に対して、それぞれ、主査１名および副査２名による博士候

補者資格審査委員会または学位論文審査委員会を設置し、その内容を審査する。 

 博士候補者の資格を申請するためには、次の要件をすべて満たす必要がある。 

(1)修了に必要な単位数を修得する見込みがあること。 

(2)外部の査読付き学術雑誌に学術論文 1 本以上または紀要等に学術論文２本以上を発
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表していること。 

(3)学会での報告が 1回以上あること。 

 学位論文を提出した申請者に対しては、主査１名および副査２名による学位論文審査

委員会が最終試験を行う。最終試験では、申請者が学位論文を公開の場で報告した後、

学位審査委員会が論文審査および口述試験を行う。学位審査委員会が報告する最終試験

の結果を基に研究科教授会で学位審査の合否を判定する。学位を授与された学位論文は

大学機関リポジトリに全文もしくは要約を掲載しインターネット上で公表する。 

 

(4) 修了要件 

ア 博士前期課程 

 ２年の在学期間を満たし、正規の授業を受け、所定の授業科目について単位を修得し、

さらに学位論文を提出し、かつ、最終試験を受けてこれに合格しなければならない。修

了に必要な修得単位数は以下のとおりである。 

 

a 経営学プログラム 

○修士論文を提出して学位を取得する場合 

・ ３０単位以上を修得しなければならない。 

・ 本プログラムの定めによるＡ群科目から１２単位以上、経営学特別演習２単位以上、

研究指導４単位を修得しなければならない。これらは上記の３０単位に充当するこ

とができる。 

・ 上記の３０単位に他の研究科の授業科目および学部の授業科目を合計で１０単位ま

で充当することができる。ただし、これらを履修するためには、指導教授が教育上

有益と認めたうえで、当該科目の担当教員の許可と経営学研究科教授会の承認が必

要である。 

○課題研究論文を提出して学位を取得する場合 

・ ３６単位以上を修得しなければならない。 

・ 本プログラムの定めによるＡ群科目から１２単位以上、経営学特別演習２単位以上、

研究指導４単位を修得しなければならない。これらは上記の３６単位に充当するこ

とができる。 

・ 上記の３６単位に他の研究科の授業科目および学部の授業科目を合計で１０単位ま

で充当することができる。ただし、これらを履修するためには、指導教授が教育上

有益と認めたうえで、当該科目の担当教員の許可と経営学研究科教授会の承認が必

要である。 

 

b 経済学プログラム 

・ ３０単位以上を修得しなければならない。 

・ 本プログラムの定めによるＡ群科目から８単位以上、経済学特別演習２単位以上（４

単位まで）、研究指導４単位以上（６単位まで）を修得しなければならない。これら

は上記の３０単位に充当することができる。 

・ 上記の３０単位に他の研究科の授業科目および学部の授業科目を合計で１０単位ま
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で充当することができる。ただし、これらを履修するためには、指導教授が教育上

有益と認めたうえで、当該科目の担当教員の許可と経営学研究科教授会の承認が必

要である。 

 

c ファイナンスプログラム 

・ ３０単位以上を取得しなければならない。 

・ 本プログラムの定めによるＡ群科目から１２単位以上、ファイナンス演習２単位、

ファイナンス考究２単位、研究指導４単位を修得しなければならない。これらは上

記の３０単位に充当することができる。 

・ 上記の３０単位に他の研究科の授業科目および学部の授業科目を合計で１０単位ま

で充当することができる。ただし、これらを履修するためには、指導教授が教育上

有益と認めたうえで、当該科目の担当教員の許可と経営学研究科教授会の承認が必

要である。 

 

 修士論文の審査にあたっては、以下の項目に対して評価する。  

１）（テーマの適切性）学術上の適切なテーマが設定され研究目的が明確であること。  

２）（研究方法の適切性）研究目的に沿って学術的に適切な方法・手法によって分析され

ていること。  

３）（既存研究と関連付け）当該分野の既存研究がレビューされており、それと関連づけ

て論旨が展開されていること。  

４）（有用性）学術的な有用性が認められること。  

５）（結論の論理性）論文の構成と体裁が整っていること。論旨の展開が論理的であり、

整合的な結論が得られていること。また、文章表現、図表、データ等が、適切に用いら

れていること。  

６）（研究倫理の配慮）研究計画の立案および遂行、研究成果の発表ならびにデータの保

管に関して、適切な倫理的配慮がなされていること。 

 

 課題研究論文の審査にあたっては、以下の項目に対して評価する。  

１）（テーマの適切性）適切なテーマが設定され研究目的が明確であること。  

２）（研究方法の適切性）研究目的に沿って適切な方法・手法によって分析されているこ

と。  

３）（既存研究と関連付け）当該分野の既存研究と関連づけて論旨が展開されていること。  

４）（結論の論理性）論文の構成と体裁が整っていること。論旨の展開が論理的であり、

整合的な結論が得られていること。また、文章表現、図表、データ等が、適切に用いら

れていること。  

５）（研究倫理の配慮）研究計画の立案および遂行、研究成果の発表ならびにデータの保

管に関して、適切な倫理的配慮がなされていること。 

 

イ 博士後期課程 

 ３年の在学期間を満たし、正規の授業を受け、所定の授業科目について２０単位以上
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を修得し、さらに学位論文を提出し、かつ、最終試験を受けてこれに合格しなければな

らない。 

 博士学位論文審査は、提出された学位論文およびそれに基づく口頭試問によって行わ

れる。論文は、以下の基準をすべて満たしていることが要求される。  

１）（テーマの適切性）学術的に適切なテーマが設定され、研究目的が明確であること。  

２）（研究方法の適切性）研究目的に合致した、適切な方法・手法によって分析されてい

ること。  

３）（既存研究と関連付け）当該分野の既存研究が十分レビューされており、それと関連

づけて論旨が展開されていること。  

４）（独創性と新規性）経営学・経済学において学術的な新規性と独創性が認められるこ

と。  

５）（結論の論理性）論文の構成と体裁が整っていること。論旨の展開が論理的であり、

整合的な結論が得られていること。また、文章表現、図表、データ等が、適切に用いら

れていること。  

６）（研究倫理の配慮）研究計画の立案および遂行、研究成果の発表ならびにデータの保

管に関して、適切な倫理的配慮がなされていること。 

 

(5) 研究の倫理審査体制 

「首都大学東京における研究活動の不正行為等の防止に関する規則」（別添資料２）、

「首都大学東京研究安全倫理委員会規程」（別添資料３）、「首都大学東京における研究者

の行動規範」（別添資料４）等に基づき、研究倫理を遵守する体制を構築している。 

また、学長、学部長等で構成された「研究活動不正防止対策推進室会議」において「首

都大学東京における研究活動の不正行為等防止計画」を毎年度策定している。同計画で

は、文部科学省の研究不正防止ガイドラインで求められている不正の事前防止に関する

取組である研究倫理教育のひとつとして、在籍している大学院学生に対し一律に、国際

標準を満たす「CITI Japan プログラム」の内、ｅラーニング教材による研究倫理研修

（「責任ある研究行為ダイジェスト」）を実施することとしている。また、未発表の学術

論文等の独自性を検証するための学術論文剽窃検出ツール（iThenticate）を導入し、学

位論文の品質を守るための剽窃チェックができる環境を用意している。 

以上の大学による取組に加え、指導教員等は研究指導等の中で、データ・情報の適正

な取扱、改ざん・盗用等の防止、他者の公正な評価などを個別に指導する。 

  



28 

６ 特定の課題についての研究成果の審査を行う場合 

経営学専攻博士前期課程の経営学プログラムでは、修士論文の審査に代え、特定の課題

についての研究成果の審査をもって修了要件とすることができる。 

 

(1) 特定の課題についての研究成果について 

  民間企業等の組織運営や経営実務における重要な問題として学生が考える課題には、

経営学の問題として興味深いものの、実務的な側面が強く学術的な議論には馴染まな

いものや、極度に新規性を有しているものも散見される。このような課題について博

士前期課程在籍中に考察を遂行し得られた成果は、企業実務に有益であり、また、全

体として経営学プログラムの目的に合致したものであるが、博士前期課程における従

来の学位論文と同じ基準ではその成果を評価しづらい要素も多分に有していることが

多い。そのため、指導教員が認める特定の課題については、その研究成果に関する条

件を緩和し、特定課題の研究成果である課題研究論文の提出および３６単位以上の所

定の授業科目の履修により修了要件を満たすものとする。 

 

(2) 審査について 

課題研究論文の審査にあたっては、以下の項目に対して評価する。  

１）（テーマの適切性）適切なテーマが設定され研究目的が明確であること。  

２）（研究方法の適切性）研究目的に沿って適切な方法・手法によって分析されているこ

と。  

３）（既存研究と関連付け）当該分野の既存研究と関連づけて論旨が展開されていること。  

４）（結論の論理性）論文の構成と体裁が整っていること。論旨の展開が論理的であり、

整合的な結論が得られていること。また、文章表現、図表、データ等が、適切に用いら

れていること。  

５）（研究倫理の配慮）研究計画の立案および遂行、研究成果の発表ならびにデータの保

管に関して、適切な倫理的配慮がなされていること。 

 

(3) 教育水準の確保について 

  学位論文提出による修了で必要とされる授業単位数を６単位追加し、課題研究論文

提出の場合には３６単位以上の授業単位を修得しなければならない。 

学位論文または課題研究論文の提出資格を得るにはあらかじめ中間審査に合格する

必要がある。中間審査は他の学生にも公開のうえ主査と２名の副査によって行われる。

論文を提出した後は主査と副査による最終試験が行われる。以上の過程を経て修士の

学位を取得できるように教育がなされる。 

  これらにより、大学院として修士の学位を授与するためにふさわしい教育内容・水

準を確保することとしている。 
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７ 施設・設備等の整備計画 

(1) 校地、運動場の整備計画 

経営学研究科は、現在の社会科学研究科のある南大沢キャンパスに設置する。南大

沢キャンパスの校地については、420,046 ㎡を有し、大学設置基準を十分に満たして

いる。また、下表のとおり運動場や体育館、テニスコート等についても校舎と同一の

敷地内に設けているほか、キャンパス内に学生の休息その他に利用できる空き地も十

分に備えている。 

 

施設名 面積（㎡） 備考 

体育館 5,057  アリーナ、プール、柔道場、剣道場等 

陸上競技場 18,699   

野球場 12,422   

球技場 10,861  サッカー、ラグビー等 

テニスコート 2,816  ６面 

和・洋弓場 242   

多目的運動場広場 5,502  バレーボールコート、ハンドボールコート 

ゴルフ練習場 250   

 

新研究科の設置後も、南大沢キャンパス全体の収容定員にほぼ変更がないため、既

存の校地・運動場を活用することで十分に対応できるものと考えている。 

 

(2) 校舎等施設の整備計画 

南大沢キャンパスの校舎については 135,798 ㎡を有しており、大学設置基準を十分

に満たしている。経営学研究科の教育課程を実施するために必要な施設として、演習

室７室、院生研究室２室、丸の内サテライトキャンパスには教室及び演習室８室を整

備しているほか、他学部等と共有の教育施設として、講義室 107 室、パソコン室６室

を設け、学生が学習、研究しやすい環境を整えている。 

新設研究科である経営学研究科と既存組織である社会科学研究科経営学専攻の授業

科目数、年間設定単位数、教室数、収容定員は以下のとおりである。 

 

＜科目数、年間設定単位数、教室数、入学定員＞ 

 科目数 年間設定単位数 教室数 収容定員 

新設研究科（経営学研究

科） 
213 436 128 115 

既存組織（社会科学研究

科経営学専攻） 
137 424 128 95 

 

科目数及び収容定員は増えているものの、年間設定単位数に大きな変化はない。科

目数と年間設定単位数の変化の差は、既存組織においては同じ授業科目名で前期・後
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期に開講していた科目を、新設研究科では異なる授業科目名で前期・後期に開講する

形式に変更した科目が複数存在しているためである。 

授業を実施する教室については、年間設定単位数は既存組織と同規模であり、既存

組織においても十分な室数を確保できていること、収容定員の増加は必要となる教室

の広さに影響を与えない程度の増加であることなどから新設研究科においても支障は

ない。 

なお、専任教員の研究室については、40 部屋を整備しており、経営学研究科の専任

教員 37 人分を確保している。 

以上のことから、既存の校舎等の設備で、経営学研究科の教育課程を実施するに当

たり、十分に対応できるものと考えている。 

 

(3) 図書等の資料及び図書館の整備計画 

  経営学研究科を置く南大沢キャンパスは図書館本館を設置しており、和書 517,945

冊、洋書 167,523 冊の計 685,468 を所蔵している。なお、電子ジャーナルについても

安定的な整備に努めており、Elsevier 社が提供する Science Direct や Wiley 社が提

供する Wiley Online Library、Springer 及び Birkhauser など関連出版社が提供する

Springer Link 等と契約し、現在利用可能な電子ジャーナルの総数は約 11,900 タイト

ルである。図書の選書は、教員推薦、学生希望及び司書職員による選書等を取りまと

め、図書、学術雑誌、視聴覚資料等を系統的に整備するための指針である「選書基準」

に照らしながらそれぞれのニーズを反映させている。 

  シラバスに記載されている教科書、参考図書のほか、学部・研究科の教育に係る専

門書などを系統的、集中的に整備・管理し、全学で所蔵している蔵書は、図書館のウ

ェブサイトから「蔵書検索（OPAC）」システムによって検索可能にしている。また、平

成 22年度に機関リポジトリ「みやこ鳥」を開設し、本学の学術成果を収集・公表する

ことで、教育研究に効率的に利用できるようにした。 

  図書館本館の閲覧席は、図書閲覧スペースに 641 席を設け、学生の学習スペースに

ついては平成 24 年度にラーニングコモンズを開設し、メディアスペース（54 席）、プ

レゼンテーションルーム（30 席）、コミュニケーションスペース（80席）を整備して

いる。 

  図書館本館のほか、本研究科の学生は丸の内キャンパスサテライトキャンパスの図

書室を利用することができる。丸の内サテライトキャンパスには、各講義に用いられ

るテキスト・参考文献を中心とした和洋専門書のほか、国内外の多数のジャーナルが

開架されている。南大沢キャンパスおよび他大学所蔵の文献についても、丸の内サテ

ライトキャンパスの事務室を通じて、貸出申し込みを行うことが可能である。その他、

図書室では EBSCOhost（Business Source Elite）、JSTOR、 ScienceDirect などの各

種オンライン・ジャーナルが利用でき、膨大な学術文献を検索、閲覧、ダウンロード

して研究を進めることができる。 

  他大学の図書館等との連携では、国公私立大学図書館協力委員会、公立大学協会図

書館協議会、東京西地区大学図書館相互協力連絡会に、また、公共図書館等との連携

では、日本図書館協会大学図書館部会、東京都図書館等連絡会に加盟し、図書館運営
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に関する情報を共有する相互利用により幅広い文献の提供を実現するなど、協力体制

を整えている。 

  以上のことから、図書等の資料及び図書館については、経営学研究科の規模、教育

研究の目的等に照らして適切であると考える。 

 

(4) 大学院生の研究スペース 

  南大沢キャンパスに大学院生専用の部屋を設け、研究スペースを確保する。このほ

か、丸の内サテライトキャンパスでは学生が自由に使用できる学生ラウンジに 60席分

の机・椅子を設置し、そのうちの 16席には自習用として自由に利用できるデスクトッ

プ型ＰＣを設置することにより学生が円滑研究活動を行えるように配慮する。 
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８ 基礎となる学部との関係 

 本研究科は、平成 30 年度に設置する経済経営学部を基礎とするものであり、両者の関

係を図示すると下図のようになる。本研究科、経済経営学部ともに、教育研究の柱とな

るのは、経済学、経営学、ファイナンスの３分野である。経済学は、ミクロ経済学（ゲ

ーム理論、社会選択論を含む）、マクロ経済学、統計学・計量経済学、経済史の領域に分

かれ、経営学には、経営組織、経営戦略、マーケティング、マネジメントサイエンス、

会計学の領域がある点も同様である。経済経営学部の設置時点における専任教員３４名

全員が、本研究科の教育を担当する。さらに、ファイナンス分野で大学院教育に専念す

る３名のプロジェクト任用教員を合わせた３７名で本研究科の教育組織が構成される。 

 

基礎となる学部との関係図 
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９ 入学者選抜の概要 

(1) 求める学生像 

ア 博士前期課程 

専門分野を学ぶための十分な基礎学力を持ち、以下のようなキャリア形成に意欲

的に取り組みながら、自己や社会に新たな価値を創造することのできる人 

ａ 経営学プログラム 

・ 経営戦略や組織変革に関わる民間企業の管理職およびその候補者 

・ 民間企業の経営感覚を公的機関に導入しようとする管理職およびその候補者 

・ 経営管理能力を身につけ技術革新をビジネスに結びつけていこうとする技術者 

・ 経営学に関する広い教養を持ち、最先端の研究に携わる研究者を志望する人 

ｂ 経済学プログラム 

・ 経済学に関する最先端の研究に携わる多様な研究者と交流して、研究の基礎を

固め、将来の研究者を志望する人 

・ 経済学の学術的研究成果を経済分析等の実践に活かす能力を身につけたい実務

家 

ｃ ファイナンスプログラム 

・ 金融機関や官公庁等で「ファンド・マネジャー」「クォンツ・アナリスト」「金

融リスク管理者」の職務について十分な経験と実績を有し、さらに専門性を高

めたいと考える人 

・ 数理工学の素養を有し、将来ファイナンスの現場で国際的に活躍することを目

指す人 

 

イ 博士後期課程 

・ 経営学、経営科学、会計学、経済学、経済史、ファイナンスの分野で国際的な水

準の独創的な研究を行いうる専門的研究者を目指す人 

・ 上記の分野で高度な研究能力を基礎に企業経営や経済分析に貢献しようとする人 

 

 

(2) 入学者に求める能力 

ア 博士前期課程 

ａ 経営学プログラム 

・ 多様なキャリアを背景とした志望分野に関する専門的知識及び経営学全般に

わたる広い知識 

・ 志望分野において自らが主体的に問題を発見し、課題を解決する能力 

・ 論理的な思考力 

ｂ 経済学プログラム 

・ 経済学（ミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学）、数学・統計、経済史の

うち、少なくともひとつの分野に関する専門的知識もしくは素養及び経済学全

般にわたる広い知識 

・ 志望分野において自らが主体的に問題を発見し、課題を解決する能力 
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・ 論理的な思考力 

ｃ ファイナンスプログラム 

・ ファイナンスや数学に関する専門的知識および素養 

・ ファイナンス全般にわたる広い知識 

・ 志望分野において自らが主体的に問題を発見し、課題を解決する能力 

・ 論理的な思考力 

 

イ 博士後期課程 

・ 志望分野に関する専門的知識 

・ 学術の高度化及びその社会への還元に奇与する能力 

・ 志望分野において、先駆的な研究課題を自ら設定することができ、課題を解決

する能力 

 

(3) 入学者選抜の基本方針 

ア 博士前期課程（夏季試験） 

  筆答試問においては、専門分野の知識・論述力を問う問題に加え、文系出身者の 

 みならず理系出身者をも含む、様々なバックグランドを有する社会人に広く門戸を 

 開くため、数学を含む多様な問題等を用意する。 

ａ 経営学プログラム 

経営学プログラムの選抜試験では、筆答試問と口頭試問を行う。 

  筆答試問では経営学の各分野（経営戦略論、経営組織論、マーケティング、会

計学、マネジメントサイエンス、数学）から出題された問題から選択・解答し、

その分野に関する知識や論述力を判定し、口頭試問では論理的な思考力とキャリ

アへの志向性を重視して判定する。 

  提出された書類（研究計画書等）、筆答試問、口頭試問により、上記能力や専門

性について総合的に判定する。 

ｂ 経済学プログラム 

経済学プログラムにおける選抜試験では、筆答試問と口頭試問を行う。 

  筆答試問では経済学、数学、経済史の各分野から出題された問題から選択・解

答し、その分野に関する知識や論述力を判定し、口頭試問では論理的な思考力を

重視して判定する。筆答試問に代えて経済学検定試験などの外部試験を使って受

験することも可能としている。 

  提出された書類（研究計画書、英語の外部試験のスコア等）、筆答試問、口頭試

問により、上記能力や専門性について総合的に判定する。 

ｃ ファイナンスプログラム 

ファイナンスプログラムにおける選抜試験では、筆答試問と口頭試問を行う。 

   筆答試問ではファイナンスや数学に関する知識や論述力を判定し、口頭試問で

は論理的な思考力を重視して判定する。 

   提出された書類（研究計画書、推薦書、英語の外部試験のスコア等）、筆答試問、

口頭試問により、上記能力や専門性について総合的に判定する。 
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イ 博士前期課程（冬季試験） 

上記の夏季試験と同じ内容で各プログラムの選抜試験を行う他、経営学プログラ

ムにおいては公共経営特別選抜を行う。公共経営特別選抜は、海外を含む政府・地

方公共団体およびそれに準ずる機関等において所定の期間継続して職業実務に従事

している者を対象に実施する。提出された書類（研究計画書、推薦書、職業実務経

験の活動報告書等）と口頭試問により、公共経営の職業経験を重視した選抜を行う。 

 

ウ 博士後期課程（夏季試験および冬季試験） 

提出された書類（研究計画書、英語の外部試験のスコア等）、筆答試問、口頭試問に

より、上記能力や専門性について総合的に判定する。 

 

(4) 募集人員 

ア 博士前期課程 

 50 人 

イ 博士後期課程 

 ５人 

 

 (5) 入学者選抜体制 

 本研究科には入試対応の専門委員が配置され、入試業務全般の管理を行う。具体的に

は、募集要項および入試実施要領の原案作成、入試実施前に筆記試験問題の点検等を行

う。また、出題者・監督者その他入試業務従事者に対して実施要領の内容を周知徹底し、

公正に入学試験が実施されるよう努めている。更に、入試実施後は、同委員が厳格な基

準に基づき合否判定の原案作成を行ったうえ、研究科教授会にて正式に審議・承認する

手続きを踏むことで、公正な入学者選抜を行っている。 
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10 取得可能な資格 

(1) 取得可能な資格 

なし 

 

(2) 修了することで一部の試験科目が免除になるもの 

・ 税理士試験 

国税庁が定める税理士試験の学位による試験免除の項目に掲げられている内容の学

位論文を提出し、博士前期課程または博士後期課程で学位を取得した場合、国税審議

会の認定を受けることで税理士試験の一部免除が認められる。 
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11 「大学院設置基準」第 2 条の 2 又は第 14 条による教育方法の実施 

  （経営学研究科、理学研究科で第 14 条による教育を引き続き実施する場合記載） 

 経営学研究科経営学専攻は、大学設置基準第１４条による教育方法の特例として、博

士前期課程の教育の一部を丸の内サテライトキャンパスにおいて夜間および土曜日に開

講し、社会人の大学院生を積極的に受け入れる。 

 

(1) 修業年限（入学時期・標準修業年限） 

博士前期課程では４月入学のみで、標準修業年限を２年とする。 

 

(2) 履修指導及び研究指導の方法 

入学時のガイダンスにおいて、修了要件を示し、必要な授業科目の履修及び履修モ

デルに沿った履修を指導する。博士前期課程の１年次後期の経営学特別演習・経済学

特別演習・ファイナンス演習において、学位論文等の執筆のための予備的な研究の指

導や先進的な知識・手法を教授し、２年次に研究指導を行う。 

 

(3) 授業の実施方法 

  経営学研究科における授業の実施方法は、教室において担当教員が対面する授業形

式または演習形式とする。学期はセメスター制（前期・後期）とするが、短期間に集

中して効率的に履修する場合など、一部の授業においてクォーター制による開講も認

めることとする。 

丸の内サテライトキャンパスの時間割は次のとおりである。 

 

平日 １時限  ９時３０分〜１１時００分 

２時限 １１時１５分〜１２時４５分 

３時限 １４時００分〜１５時３０分 

４時限 １５時４５分〜１７時１５分 

５時限 １８時２０分〜１９時５０分 

６時限 ２０時００分〜２１時３０分 

土曜日 １時限 １０時３０分〜１２時００分 

２時限 １３時００分〜１４時３０分 

３時限 １４時４０分〜１６時１０分 

４時限 １６時２０分〜１７時５０分 

 

(4) 教員の負担の程度 

  経営学研究科の専任教員は、学部教育も含めて昼夜開講制の教育、様々な研究プロ

ジェクト、学内委員会活動、ならびに社会貢献活動にも従事するので、負担について

は過重にならないよう配慮する。教員の希望を考慮しながら授業曜日に関する調整を

行いながら時間割を編成する。大学院と学部の両方で教育を行う多くの教員について

は、大学院教育と学部教育のトータルの負担を調整することにより、特定の教員に負

担が集中する問題を回避できる。なお、経営学プログラムおよびファイナンスプログ
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ラムで教育を行う教員は、既に母体の社会科学研究科において同様の勤務形態に就い

ており、その負担に問題はない。 

 

(5) 図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に対する配慮，必要な職員の配置 

ア 図書館 

学生は、本学南大沢キャンパス図書館本館のほか、丸の内サテライトキャンパス

の図書室（図書閲覧スペース）を利用することができる。丸の内サテライトキャン

パスには、各講義に用いられるテキスト・参考文献を中心とした和洋専門書のほか、

国内外の多数のジャーナルが開架されている。南大沢キャンパスおよび他大学所蔵

の文献についても、丸の内サテライトキャンパスの事務室を通じて、貸出申し込み

を行うことが可能である。その他、図書室では EBSCOhost（Business Source Elite）、

JSTOR、 Science Direct などの各種オンライン・ジャーナルが利用でき、膨大な学

術文献を検索、閲覧、ダウンロードして研究を進めることができる。 

 

イ 情報処理施設 

   丸の内サテライトキャンパス内にコンピューターネットワークを構築済みであり、

南大沢キャンパスの学内 LAN およびインターネットと接続されている。学生は、丸

の内サテライトキャンパス学生ラウンジ内のコンピューター・プリンターを利用で

きる他、主要なオンライン・ジャーナルやデータベースにアクセス可能である。丸

の内サテライトキャンパス内のコンピューターには、教育研究に必要なソフトウエ

アがインストールされ、自習および授業で利用できる。 

 

ウ 学生の厚生 

   丸の内サテライトキャンパス周辺には夜間まで営業する食堂・書店が多くあり、

食事や書籍購入に問題はない。学生が通学に利用する最寄駅は大手町駅、東京駅で

ある。それらに乗り入れる鉄道は東京メトロ各線、都営地下鉄三田線、JR各線があ

り、通学のための交通手段について昼夜間とも非常に便が良い。 

   健康診断が必要な学生については、南大沢キャンパスにおける健康診断の機会を

確保する。軽度な病気やけがに対しては、丸の内サテライトキャンパス（丸の内永

楽ビルディング）から徒歩圏内にある内科・外科等の一般病院を紹介する。急病に

ついては、事務職員が救急車を手配し、ビル管理会社への報告のうえ、近隣救急病

院に搬送する体制となっている。 

 

エ 職員の配置 

   丸の内サテライトキャンパスにおいては、平日については昼間勤務（９：００〜

１７：４５）と午後勤務（１３：１５〜２２：００）の２交代制とし、それぞれの

時間帯で概ね３名程度の職員を配置する。土曜日は１０：００〜１８：４５に２～

３名の職員を配置する。この職員配置により、授業時間帯（およびその前後３０分

程度）を含む、平日の９:００〜２２:００、および土曜日の１０：００〜１８：４

５までの事務勤務体制を確保し、学務および学生対応を行う。 
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(6) 入学者選抜の概要等 

 博士前期課程の一般選抜の筆答試問においては、専門分野の知識・論述力を問う問

題に加え、文系出身者のみならず理系出身者をも含む、様々なバックグランドを有す

る社会人に広く門戸を開くため、数学を含む多様な問題等を用意する。また、公共経

営の職業経験を重視した公共経営特別選抜では、日本の大学等を卒業し、出願時現在、

海外を含む政府・地方公共団体及びそれに準ずる機関等において、原則として３年以

上継続して職業実務に従事している者を対象に、提出された書類と口頭試問の結果に

より総合的に判断して入学者を選抜する。なお、公共経営特別選抜は経営学研究科の

母体である社会科学研究科経営学専攻の高度専門職業人養成プログラムにおいて平成

２０年度より実施している。 

 

(7) 必要とされる分野であること 

   研究科設置の趣旨及び必要性で述べたとおり、多くの企業が集積し国内経済の要で

ある東京において、企業経営､経済状況､資金運用・調達などに関する諸問題は多くの

社会人にとっても関心事であり､業務遂行のため､もしくは個人のスキルアップのため

の教育への需要は高い。その教育の具体的なプログラムとして､経営学研究科の博士前

期課程における経営学プログラム・経済学プログラム・ファイナンスプログラムの３

プログラムを本研究科が都内において平日夜間等の時間帯に提供することは､時機に

かなった教育機会である。 

 

(8) 大学院を専ら担当する専任教員を配置するなどの教員組織の整備状況等 

   経営学研究科の専任教員は、教授２２名（プロジェクト任用１名）、准教授１５（プ

ロジェクト任用２名）から構成され、全員が母体である社会科学研究科経営学専攻に

おいて大学院教育および研究に従事している。プロジェクト任用ではない教員は南大

沢キャンパスに研究室を持ち、大学院教育と学部教育の両方に従事するが、プロジェ

クト任用教員は丸の内サテライトキャンパスに研究室を保持し大学院教育に専念する。 

  専任教員３７名のうち３１名が博士の学位を有し、各教員が経営学・経済学・ファ

イナンスのいずれかの領域において研究実績を挙げ、十分な研究能力を有している。

また、専任教員は長年アカデミックな研究に専念してきた人材のみならず、官公庁・

金融機関・実業界など実務において活躍してきた人材数名を専任教員として採用し、

その経験を教育・研究に反映・活用している。 
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12 社会人を対象とした大学院教育の一部を本校以外の場所（サテライトキ

ャンパス）で実施する場合 

本研究科のうち、博士前期課程の一部の授業を、丸の内サテライトキャンパスで開講す

る。丸の内サテライトキャンパスには、事務室、研究室、図書室、自習室等を整備し、

学生が丸の内サテライトキャンパスですべての手続きができるように事務体制を整備す

る。 

 

(1) 教育研究環境及び施設設備 

ア 教室 

セミナー等も開催可能な１３２㎡の教室（５８席設置）から２４㎡の演習室（１

２席設置）まで大小の教室・演習室を８室備えている。 

それ以外にも定評のある統計解析・数式処理およびデータマイニングのソフトを揃

えたＰＣ教室１室（６１㎡、２４席）を設けている。 

なお、ＰＣ教室以外の教室２部屋にノートパソコン及びプロジェクターを据え付

けており、全ての教室にその部屋の広さに応じてホワイトボードを１枚～６枚設置

している。 

イ 学生ラウンジ（自習室） 

２７６㎡のスペースを設け、６０席分の机・椅子を設置している。そのうちの１

６席には自習用として自由に利用できるデスクトップ型ＰＣを設置し、カラープリ

ンタ、モノクロプリンタ各１台が利用可能である。 

ウ 研究室 

プロジェクト任用教員用をはじめとして個室６部屋、２人部屋４部屋を設置して

いる。 

なお、南大沢キャンパスに研究室をもつ教員が、丸の内サテライトキャンパスで

授業を行う際に、その授業準備等で利用するための部屋として、別途研究指導室を

設けている。 

エ その他 

学生が討論する場、及び飲食可能な部屋として学生談話室（４１㎡、２２席）を

設けている。学生談話室には、容易に動かせる机・椅子を設置しているほか、ホワ

イトボード等も設置しているため、自習時間等に学生同士で活発な討論を行うこと

が可能であり、それによる更なる教育効果が期待できる。 

また、教育環境の面から、キャンパス内にコピー機、スキャナー、及び全員の学

生分の個人用ロッカーを整備している。 

 

(2) 図書及びネットワーク環境 

ア 図書 

各講義に用いられるテキスト・参考文献を中心とした和洋専門書のほか、国内外

の多数のジャーナルが開架されている。本学南大沢キャンパスおよび他大学所蔵の

文献についても、丸の内サテライトキャンパスの事務室を通じて、貸出申し込みを

行うことが可能である。その他、図書室では EBSCOhost（Business Source Elite）、
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JSTOR、 Science Direct などの各種オンライン・ジャーナルが利用でき、膨大な学

術文献を検索、閲覧、ダウンロードして研究を進めることができる。 

イ ネットワーク環境 

丸の内サテライトキャンパス内にネットワークを構築済みであり、南大沢キャン

パスの学内LANおよびインターネットと接続されている。学生は、丸の内サテライト

キャンパス学生ラウンジ内のプリンターを利用できる他、主要なオンライン・ジャ

ーナルやデータベースにアクセス可能である。丸の内サテライトキャンパス内のコ

ンピューターには、教育研究に必要なソフトウエアがインストールされ、自習およ

び授業で利用できる。 

 

(3) 教員の移動等に対する配慮 

丸の内サテライトキャンパスと八王子市南大沢キャンパスとの移動には、約60分を

要するが、各教員が同日中に両キャンパス間を移動する必要のないよう、カリキュラ

ムや時間割を編成し、教員が効率的に教育研究を行えるように配慮している。 

 

(4) 学生に対する配慮 

経営学研究科の収容定員は博士前期課程が 100 名、博士後期課程が 15名であるが、

丸の内サテライトキャンパスの教室、自習室、ロッカー等は全員が利用できるよう整

備されている。また、丸の内サテライトキャンパス周辺には夜間まで営業する食堂・

書店が多くあり、食事や書籍購入に問題はない。通学のための交通手段については、

丸の内サテライトキャンパスの最寄り駅である大手町駅、東京駅に東京メトロ各線、

都営地下鉄三田線、JR各線が乗り入れており、昼夜間とも非常に便が良い。 

健康診断が必要な学生については、南大沢キャンパスにおける健康診断の機会を確

保する。軽度な病気やけがに対しては、丸の内サテライトキャンパス（丸の内永楽ビ

ルディング）から徒歩圏内にある内科・外科等の一般病院を紹介する。急病について

は、事務職員が救急車を手配し、ビル管理会社への報告のうえ、近隣救急病院に搬送

する体制となっている。 
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13 管理運営 

教学面における管理運営の体制については、以下のとおりである。 

(1) 教育研究審議会 

目 的 ：教育研究に関する重要事項を審議するために設置 

構 成 ：学長、事務局長、理事、学部長、大学教育センター長、 国際センター長、オー

プンユニバーシティ長、学術情報基盤センター長、総合研究推進機構長 

審議事項： 

① 中期目標について知事に述べる意見、中期計画及び年度計画に関する事項のうち、教

育研究に関する事項  

② 教育研究に係る重要な規程の制定及び改廃に関する事項  

③ 人事の方針に関する事項のうち、教育研究に関する事項  

④ 教育研究に係る自己点検及び評価に関する事項  

⑤ 教育課程の編成に係る方針に関する事項  

⑥ 学生の円滑な修学、進路選択等に必要な助言、指導その他の支援に関する事項  

⑦ 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位に係る方針

に関する事項  

⑧ その他教育研究に関し、学長が重要と認める事項 

開催頻度：原則として月２回開催 

 

(2) 研究科教授会 

目 的 ：学長が教育研究に関する事項について決定を行うに当たり、各教授会の所掌事項

について意見を述べるために設置。教育研究審議会の議を経て定められる基本方針に基づ

き、次に掲げる教育研究に関する事項を審議するために設置。 

構 成 ：当該研究科に所属する教授 

        必要に応じ、当該研究科の准教授、助教、その他教職員を加えることができる。 

審議事項：  

① 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関すること及び学位の授与に 

関する事項 

② 教育課程の編成に関する事項 

③ 教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項のうち、当該組織 

に係る事項 

④ その他教育研究に関する重要な事項 

開催頻度： 原則として月１回程度 

 

(3) 各種運営委員会（教学面における事項について審議するための委員会） 

目 的： 学長が教育研究に関する事項について決定を行うに当たり、各委員会の所掌事項

について意見を述べるために設置 

委員会： 教務委員会、入試委員会、ＦＤ委員会、学生委員会、キャリア支援委員会、等 

構成及び審議事項： 各委員会規程に定めるとおり 

開催頻度： 必要に応じて開催  
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14 自己点検・評価 

本学の教育研究上の目的に照らして、教育研究活動等の状況について自ら点検・評価

を行い、教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び使命の達成に寄与することを目的

として、自己点検・評価を実施している。 

 本学の自己点検・評価は、原則として２年単位で重点テーマを設定し実施している。

平成 23・24 年度は「研究」、平成 25・26 年度は「国際化」及び「教育」を重点テーマと

し、テーマに関する項目を重点的に点検・評価した上で、改善を要する点とした事項に

ついては、改善計画を策定し、改善に取り組んできた。 

これらの自己点検・評価は、学長を委員長、各部局長及び事務組織の部長等を委員とす

る「自己点検・評価委員会」が実施している。学長自らが委員長として全学の自己点検・

評価を行うことにより、自主的・自律的に教育研究の質の確保に資する内部質保証の体

制を構築している。各学部・研究科においては、自己点検・評価委員会部会を設置し、

全学の自己点検・評価に関する基本方針、基準、項目等を踏まえ、学部・研究科の特性

に応じて、自己点検・評価を実施する。 

また、自己点検・評価の結果を踏まえ、第三者評価として、大学機関別認証評価を受

審している。平成 22年度及び平成 28 年度に受審した、独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構による大学機関別認証評価では、「大学評価基準を満たしている」との評価を

受けており、同評価における指摘事項についても、改善計画を策定し、教育の質向上の

ために全学的に取り組んでいる。さらに、中期計画及び年度計画に関する進捗や成果等

について、東京都地方独立行政法人評価委員会公立大学分科会による評価を毎年度受け

ている。 

なお、自己点検・評価結果及び認証評価結果は本学ホームページに、東京都地方独立

行政法人評価委員会公立分科会による評価結果は、公立大学法人首都大学東京ホームペ

ージにそれぞれ公表している。  
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15 情報の公表 

公立大学として都民への説明責任を果たすとともに、教育研究活動の質の向上及びその 

成果を地域社会に広く還元するため、法人の運営に関する情報や教育研究に関する情報な 

どを、積極的に公表している。 

これらの情報については、大学案内等各種刊行物のほか、本学公式ホームページにおい 

て公表しており、学校教育法施行規則第172条の２に基づく教育研究に関する情報につい 

ては、教育情報の公表に関するページ（http://www.tmu.ac.jp/kyouikujouhoutop.html）

を設け、以下の事項について公表している。 

○ 大学・大学院（各学部・研究科含む）の目的に関すること 

○ 教育研究上の基本組織に関すること 

○ 教員組織、教員数及び各教員が有する学位及び業績等に関すること 

○ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）、入学者数、収容定員・在学生数及び

卒業後の進路状況等に関すること 

○ 授業科目、授業の方法及び内容、年間の授業計画並びに履修モデル等に関すること 

○ 学修の成果に係る評価及び卒業・修了の認定基準に関すること 

○ 本学の施設・設備、交通アクセス及び学生の課外活動に関すること 

○ 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

○ 学生の修学、学生生活、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 

また、自己点検・評価報告書、認証評価結果、法人評価結果、規則・規程についても、

以下のとおり本学及び法人の公式ホームページで公表している。 

・自己点検･評価報告書 

（http://www.comp.tmu.ac.jp/hyoka/jikoten/index.html） 

・認証評価結果 

（http://www.comp.tmu.ac.jp/hyoka/ninsyo/index.html） 

・法人評価結果 

（http://www.houjin-tmu.ac.jp/about/guideline/reports.html） 

・規則・規程 

（http://education.joureikun.jp/tmu/index.htm） 

 

 

 

http://www.tmu.ac.jp/kyouikujouhoutop.html
http://www.comp.tmu.ac.jp/hyoka/jikoten/index.html
http://www.comp.tmu.ac.jp/hyoka/ninsyo/index.html
http://www.houjin-tmu.ac.jp/about/guideline/reports.html
http://education.joureikun.jp/tmu/index.htm


45 

16 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

本学では、全学のＦＤ委員会及び大学教育センターが中心となって、授業の方法をはじ

めとした教育活動のさらなる改善を図るため、幅広い教育支援を展開するとともに、活動

の効果を検証し、時宜にかなった企画の充実に努めている。主な取組は以下のとおりであ

る。 

(1) 全学的な取組 

ア 研修・セミナーの開催 

  教育改革における主要なテーマや授業方法についての理解を深めることを目的と

して、ＦＤセミナーを開催し、外部の専門家による講演や本学教員の活動紹介、討論

会等を行っている。また、導入研修としての新任教員研修や、教員と職員が合同で大

学教育について考えるＦＤ・ＳＤセミナーを開催している。 

イ 広報活動 

  ＦＤセミナー等の講演内容や授業改善アンケート結果の考察等、一年間のＦＤ活動

をまとめた冊子『クロスロード』を年１回発行している。また、学生向けにリーフレ

ット『Study+』を発行し、アンケート結果とともに教員の取り組みや学修支援に関す

る情報を紹介している。 

   学部・研究科にも部局ＦＤ委員会を設置し、専門教育科目の授業に関するアンケー

トの実施等、授業改善活動に取り組んでいる。 

 

(2) 経営学研究科の取組 

経営学研究科では、教員が全学のＦＤ委員会が主催するＦＤセミナーへ積極的に参

加するほか、前期・後期に授業アンケートを実施する。アンケート結果はアンケート

実施の約３週間後に担当教員にフィードバックし、教員の授業改善に繋げるほか、ア

ンケート結果を授業内で学生にフィードバックすることを通じて、学生の学習意欲の

向上にも努める。 
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